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結論は次の 3 点にまとめられる。第 1 は、アメリカでは「持続的な競争優位」を実現する企業
は確かに存在するが、その数はすべてのうち 2～ 5％にすぎない。第 2 は、近年になればなる
ほど、企業が競争優位を実現できる期間は短くなっている。すなわち、持続的な競争優位を
実現することは難しくなっている。第 3 は、いったん競争優位を失ってからその後ふたたび


















 最初に、組織ルーティンの構造は、アンゾフ（1965）の意思決定の 3 つのカテゴリーに依拠
すると 3 つの階層に整理できる（槇谷, 2008）。第 1 の層は作業ルーティン、第 2 の層は管理的
業務ルーティン、第 3 の層は戦略的組織ルーティンである。本研究の考察対象は第 3 の層の戦
略的組織ルーティンである。そこで、すでに数社の企業の史的研究から、戦略的組織ルーティ
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４．事例研究：東レ株式会社（前田勝之助社長以降の組織変革：1987 年から 2013 年）5 
4.1 戦略的組織ルーティンの破壊 
4.1.1 意識改革による組織変革 








                                                          
3 神田・岩崎（1996, pp.205-222）。この他に、Geus, A.（1997, 邦訳, pp.23-26）世界中で 100 年以上の歴
史を持つ長寿企業がどのように経営されているのかを調査し、持続的成長と発展の要因を整理している。 
4 組織形態は「組織の行動、すなわちインプットをアウトプットに変換するための青写真」（Hannan,M.T. 
and Freeman, J.H. 1977, pp.929-964.）であり、組織メンバーの学習を創出する形態である。 
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 その後、1997 年に平井克彦社長が就任し、前田勝之助社長は会長に就任した。しかし、5 年
後の 2002 年、前田勝之助会長が実質の最高経営責任を担う CEO に就任し、榊原定征社長兼
COO に就任している。同年、トータルコスト競争力強化（TC プロジェクト）を開始し、意思
決定基準の明確化を図る活動を展開した8。 
 次に、前田勝之助社長（1987 年から 1997 年、会長として 1997 年から 2002 年、CEO とし
て 2002 年から 2004 年）が断行してきた、意思決定基準の明確化による経営実践と、経営管理
制度の改革と組織形態の変化を中心に整理しておきたい。その前に、東レの業績推移を売上高
と経常利益のみ取り上げて大きなトレンドのみを図表 2 に示しておきたい。 
 
                                                          
6 前田勝之助社長は、20 年も患っている大企業病の治療にとりかかっていると述べている。その原因は、
エリート集団が招いたものであり、企業内に評論家が多くなったことを問題視した。そこで、徹底した現
場主義の改革を推し進めたのである（『日経ビジネス』1991 年 9 月 9 日号, pp.68-71）。 
7 『日経ビジネス』1987 年 7 月 20 日号, pp.66-69. 
8 『日経産業新聞』2003 年 11 月 17 日。 
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      尚、会計処理の変更に伴い 1995 年から 2006 年は短信と連結が混在している。 
 
 売上高と経常利益は 1998 年までは順調に伸びているが、1998 年から 2002 年が下降してい
る。その後 2002 年から 2006 年までは急な再成長を遂げるが、2006 年から 2009 年は売上高










て次の 4 点について意思決定基準を明確に打ち出した。 
 第 1 は、事業ドメインのとらえ方を現在の事業分野の枠を越えて再編成すること。第 2 は、
1986 年度の環境下で収益目標約 400 億円を達成するため自助努力でできる具体的手段を設定
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 好況期のマイナス影響は、すでに 1989 年から現れて営業費対売上高の比率が急速に増加し








時の不況対策」、「不況時の好況対策」と述べている。1991 年から 1992 年にかけて「経営危機
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管理」と「費用新政策」が検討され実行に移された。 




































10 この組織形態は 1996 年現在まで続いた。 
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するシステムである MPR（Marketing Production & Research）、および重要な技術テーマの
意思決定を行う技術委員会、職能別横断的な人事運営を円滑、公平に行うための分野別人事委
員会などの設置とその充実が図られたのである。 

















部長懇話会は、1987 年 9 月から 2 年間にわたって月 2～ 3 回の頻度で開催され、延べ 326 人
が出席した。 




















































 それぞれの項目に 5 つのチェックポイントがあり、細かく具体的な問いかけがなされていた。この設問
に自問自答することによって、社員に主体的かつ挑戦的な仕事への取り組み、徹底したスケジュール管理
と実行、そしてフォローアップを教育し、意識改革の徹底を図ったのである。 
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ドルアップ・アンド・ダウン経営を浸透させている12。 
 1991 年 4 月に長期経営ビジョン「AP-G2000」を実施し、実現するアクションプログラム
（AP）」として策定され、東レおよび東レグループの長期展望を示すキーワードとして「Growth


























 この活動と並行して、マネジメント・フォーラム、東レ ID 文化展、パイオニア・チャレン
                                                          






15 『日経ビジネス』1995 年 2 月 20 日号, pp.27-31. 
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延べ 103 回開催され、東レ在籍の 1,300 人の課長層を対象に 2 巡した。ミドルが主体的に活動
する場の設定を通して組織学習が促進されたのである。 




 ID-2000 運動は、当初の計画どおり 3 年間で区切りがつけられた。1995 年 4 月に滋賀事業
場において社長以下、全社および各事業場・工場推進委員会の委員長、課長層の代表者などの













「未来東レ展」の二つで構成され、それぞれが運動期間の第 1 年目と第 3 年目に、各事業場・
工場ごとに開催された。このように、全社員で理念を共有する活動にも力を入れた。 
 1997 年、MT 運動（自ら考え、直ちに実行）の推進、2002 年、経営改革プログラム「プロ
ジェクト New TORAY21」を開始し、新長期経営ビジョン「AP-New TORAY21」を策定した。
これらは戦略的組織ルーティンを創造するための組織学習が生み出されたものと考えられる。
2003 年、NT-21 で New Value Creator を検討16し、2004 年、中期経営課題“プロジェクト
NT-II”も開始している。これらのプロジェクトは、創造された戦略的組織ルーティンを安定
させる活動であると理解できる。そして 2006年、長期経営ビジョン AP-Innovation TORAY 21、
並びに、中期経営課題 プロジェクト Innovation TORAY 2010 を策定し、全社的な組織学習
の誘発を図っている。つまり、戦略的組織ルーティンの創造と安定を繰り返し、環境変化に適
                                                          
16 『日経産業新聞』2003 年 5 月 22 日。 
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 新「経営理念」は 1995 年 4 月 16 日に制定された。新「経営理念」は、企業の基本使命・存
在意義を規定した「企業理念」と、顧客・社員・株主と地域社会のそれぞれに対してとくに重
要と考える経営上の基本方針を示した「経営基本方針」、これに呼応して企業と社員がとるべき




 2002 年 4 月に、それまでの長期経営ビジョン AP-G2000（1991 年制定、1997 年改訂）の基
本路線を検証し、環境変化や経営改革における新たな展望を踏まえて、「21 世紀の新しい東レ」
への転換のための指針として、長期経営ビジョン“AP-New TORAY21”を策定している。 
 その後現在に至るまで、2003 年から開始している中期経営課題“プロジェクト NT21”およ





 2006 年からの新たな長期経営ビジョンでは、“AP-New TORAY 21”の基本路線を踏襲しつ
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 しかし、本研究には残された課題も山積している。第 1 に、経営理念と組織ルーティンの関
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係について、“組織学習”を生み出す“組織形態”に照準を合わせて研究する必要性である。第
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